
北名古屋市の未来を考える
　新たな地域自治組織のあり方を考えていただくきっかけとするため、１月１９日に文化勤労会館
で開催された、北名古屋市の未来を語る講演会「自治を回復し、まち・むらの課題を、まち・むらの
力で解決するために～協働から総働・小規模多機能自治へ～」の概要をお伝えします。

第 9 回

川北 秀人 氏
ＩＩＨＯＥ（人と組織と地球のための
国際研究所）代表

アイアイエイチオーイー

　
北
名
古
屋
市
の
人
口
は
、
こ
れ
ま
で
増

加
し
て
き
た
が
、
そ
の
う
ち
85
歳
以
上
の

人
口
は
、
２
０
１
５
年
ま
で
の
10
年
間
で

約
1.7
倍
に
増
え
た
。
そ
の
後
10
年
で
約
3.5

倍
に
、
20
年
で
約
5.4
倍
に
な
る
こ
と
が
予

測
さ
れ
て
い
る
。
つ
ま
り
、
２
０
０
５
年

に
は
85
歳
以
上
の
１
人
を
52
人
の
生
産
年

齢
人
口（
15
歳
〜
64
歳
）で
支
え
て
い
た
も

の
が
2
0
3
5
年
に
は
９
人
で
１
人
を
支

え
る
こ
と
に
な
る
。

　
２
０
２
０
年
に
は
65
歳
以
上
が
市
全
体

の
約
25
％
と
な
り
４
人
に
１
人
、
75
歳
以

上
が
８
人
に
１
人
と
な
る
が
、
高
齢
化
は

人
間
だ
け
の
問
題
で
は
な
い
。
市
の「
公

共
施
設
等
総
合
管
理
計
画
」で
は
、
老
朽

化
し
た
建
物
や
橋
、
下
水
道
な
ど
の
更
新

費
用
が
毎
年
約
５
億
円
不
足
す
る
と
試
算

さ
れ
て
い
る
。

　
85
歳
以
上
に
な
る
と
要
介
護
者
の
割
合

が
増
え
る
。
要
介
護
３
の
人
に
か
か
る
費

用
が
１
人
１
日
１
万
円
と
し
て
市
の
負
担

が
15
％
と
す
る
と
、
２
０
２
５
年
に
は
要

介
護
３
以
上
の
人
が
３
５
０
人
増
え
る
た

め
、
１
年
間
で
約
２
億
円
の
税
金
が
必
要

と
な
る
。

　
こ
れ
ら
を
ど
う
ま
か
な
う
の
か
。
税
収

を
２
億
円
増
や
す
に
は
、
所
得
を
20
億
円

増
や
さ
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、
非
現
実
的
で

あ
る
。
つ
ま
り
健
康
は
税
収
を
増
や
す
の

と
同
じ
効
果
が
あ
る
。

　
２
０
１
５
年
ま
で
の
10
年
間
で
市
の
歳

出
規
模
は
25
％
増
え
た
が
職
員
数
を
１
割

減
ら
し
、
給
与
を
全
体
で
15
％
減
ら
し

た
。
計
算
上
は
か
つ
て
３
人
で
や
っ
て
い

た
仕
事
を
今
は
２
人
で
や
っ
て
い
る
こ
と

に
な
る
。
住
民
は
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
る
だ

け
の
お
客
様
で
は
な
く
、
税
金
を
払
う
投

資
家
や
株
主
で
も
あ
り
、
市
の
経
営
状
態

を
知
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　
北
名
古
屋
市
は
、
コ
ン
パ
ク
ト
な
ま
ち

だ
が
、
多
様
性
に
富
ん
で
お
り
、
子
ど
も

が
多
い
地
域
や
お
年
寄
り
が
多
い
地
域
が

あ
っ
て
、
直
面
す
る
課
題
が
異
な
っ
て
い

る
。
全
市
一
律
で
は
な
く
、
似
た
よ
う
な

特
性
を
持
つ
地
域
が
集
ま
っ
て
、
お
互
い

に
学
び
合
う
地
域
づ
く
り
が
必
要
に
な

る
。

　
ま
た
、
高
齢
化
が
進
ん
で
く
る
と
、
今

の
北
名
古
屋
市
の
よ
う
な
、
市
民
団
体
が

行
政
の
仕
事
を
担
い
、
行
政
が
そ
の
支
援

を
す
る
一
対
一
の
契
約
の
よ
う
な「
協
働
」

の
制
度
に
は
限
界
が
見
え
て
く
る
。

　
こ
れ
か
ら
は
、
協
働
を
進
化
さ
せ
て
、

地
域
を
担
う
多
様
な
主
体（
自
治
会
、
学

校
、Ｎ
Ｐ
Ｏ
、
専
門
家
、
事
業
者
、
金
融

機
関
な
ど
）が
、
連
合
体（
地
域
自
治
組

織
）を
作
っ
て
行
政
と
共
に
ま
ち
づ
く
り

を
し
て
い
く「
総
働
」の
時
代
で
あ
る
。
地

域
自
治
組
織
は
、
暮
ら
し
を
支
え
る
福
祉

と
経
済
、
す
な
わ
ち「
事
業
」に
徹
す
る
べ

き
で
あ
り
、
人
材
育
成
が
重
要
に
な
る
。

イ
ベ
ン
ト（
行
事
）は
、
や
り
た
い
人
に
や

っ
て
も
ら
え
ば
よ
い
。

　
地
域
づ
く
り
は
経
営
で
あ
る
。
北
海
道

浦
幌
町
や
沖
縄
県
那
覇
市
な
ど
の
、
高
齢

化
の
先
進
地
で
は
、
地
域
の
変
化
に
対
応

し
て
事
業
と
組
織
を
進
化
さ
せ
て
い
る
。

　
北
名
古
屋
市
に
お
い
て
も
、
自
治
会
を

含
め
た
新
た
な
地
域
自
治
組
織
を
作
り
、

行
事
・
活
動
か
ら「
事
業
」へ
と
転
換
し
、

役
割
と
運
営
か
ら「
経
営
」へ
と
転
換
を
図

る
必
要
が
あ
る
。
そ
し

て
行
政
は
、
地
域
自
治

組
織
の
事
業
と
経
営
支

援
、
す
な
わ
ち
地
域
が

自
ら
現
状
を
理
解
し
て

小
規
模
多
機
能
化
を
進

め
る
こ
と
に
支
援
を
す

べ
き
で
あ
る
。

問
合
せ
　
市
民
活
動
推
進
課
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